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る内容の記載がないなど、最新の防疫指針（口蹄疫）の変更内容が反映されてい

なかった。このうち、特に、北海道については、平成 15 年 8 月に県防疫マニュア

ルを策定して以降、10 年以上にわたり一度も改定等が行われておらず、このた

め、16 年に作成された防疫指針（口蹄疫）の内容も十分反映されていない状況と

なっていた。 

残りの 11 府県においては、平成 23 年 10 月の防疫指針（口蹄疫）の変更後、県

防疫マニュアルの改定等は行われていたが、その内容をみると、例えば、防疫指

針（口蹄疫）の変更で新たに追加された口蹄疫に感染していない家畜の予防的殺

処分（注 3）に関する内容の記載がないなど、6 県（宮城県、栃木県、愛知県、福

岡県、熊本県及び鹿児島県）において、防疫指針（口蹄疫）の変更により見直し

又は追加された内容の一部が反映されていなかった。 

（注 3）予防的殺処分は、家畜伝染病予防法第 17 条の 2 の規定に基づき、口蹄疫に感染していな

い健康な家畜であっても、殺すことがやむを得ないと判断される場合に殺処分を行うこと

をいう。 

 

表 1 平成 23年の防疫指針変更後における県防疫マニュアルの改定等の状況 

（口蹄疫） 

区分 該当道府県数 

防疫指針の変更後に改定等が行われていないもの 6 道県 

防疫指針の変更後に改定等が行われているもの 11 府県 

 うち防疫指針の変更内容の一部が反映されていないもの 6 県 

 

一方、高病原性鳥インフルエンザについては、調査した 17 道府県のうち 3 県

（群馬県、山梨県及び沖縄県）において、平成 23 年 10 月の防疫指針（鳥インフ

ルエンザ）の変更後 3 年以上が経過しているものの、県防疫マニュアルの改定等

が行われておらず、例えば、患畜又は疑似患畜とされた家きんの病性判定後原則

24 時間以内にと殺を完了し、原則 72 時間以内に焼却又は埋却を行うこととされ

ていないなど、最新の防疫指針（鳥インフルエンザ）の変更内容が反映されてい

なかった。 

残りの 14 道府県においては、平成 23 年 10 月の防疫指針（鳥インフルエンザ）

の変更後、県防疫マニュアルの改定等は行われていたが、その内容をみると、例

えば、防疫指針（鳥インフルエンザ）の変更で見直された移動制限区域内の農場

等から食鳥処理場・ふ卵場等への出荷や移動制限区域内の食鳥処理場・ふ卵場等

における再開に関する内容（注 4）の記載がないなど、4 県（宮城県、岩手県、新

潟県及び宮崎県）において、防疫指針（鳥インフルエンザ）の変更により見直し

又は追加された内容の一部が反映されていなかった。 

（注 4）ⅰ）移動制限区域内の農場等から家きん集合施設（食鳥処理場、ＧＰセンタ－又はふ卵

場）等へ例外的に家きん等を出荷する場合の要件や移動時の措置、ⅱ）移動制限区域内で

停止することとされている家きん集合施設を例外的に再開する場合の要件や再開後の遵守

事項が明記された。 
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表 2 平成 23年の防疫指針変更後における県防疫マニュアルの改定等の状況 

（高病原性鳥インフルエンザ） 

区分 該当道府県数 

防疫指針の変更後に改定等が行われていないもの 3 県 

防疫指針の変更後に改定等が行われているもの 14 道府県 

 うち防疫指針の変更内容の一部が反映されていないもの 4 県 

 

このように最新の防疫指針（口蹄疫及び鳥インフルエンザ）の内容を踏まえた

改定等が行われていない理由について、調査した道県は、他に優先すべき業務が

あり、改定等の作業が十分に進まなかったなどとしているが、防疫指針（口蹄疫

及び鳥インフルエンザ）の変更後 3 年以上が経過しながら改定等を行っていない

状態は、家畜伝染病の発生予防やまん延防止に対する危機意識が希薄であると考

えられる。 

また、防疫指針（口蹄疫及び鳥インフルエンザ）の変更内容が一部反映されて

いないことについて、調査した県は、防疫指針（口蹄疫及び鳥インフルエンザ）

に従って対応すればよく、防疫指針（口蹄疫及び鳥インフルエンザ）の変更内容

の全てを県防疫マニュアルに反映する必要はないと判断したなどとしているが、

家畜伝染病が発生した場合又は発生が疑われる場合には、迅速かつ的確な防疫措

置が求められる状況に鑑みれば、防疫指針（口蹄疫及び鳥インフルエンザ）と県

防疫マニュアルの双方を参照しつつ対応に当たるよりも、最新の防疫指針（口蹄

疫及び鳥インフルエンザ）の内容を適切に反映した県防疫マニュアルに従って、

防疫措置を実施していくことで迅速かつ的確な対応が可能になるものと考えられ

る。 

なお、農林水産省は、当省の調査実施後に、「平成 27 年度における高病原性鳥

インフルエンザ等の防疫対策の強化について」を発出し、都道府県に対し、高病

原性鳥インフルエンザに関する県防疫マニュアルについては、平成 27 年 9 月 9 日

付けで変更された防疫指針（鳥インフルエンザ）の内容を踏まえた見直しを速や

かに行うことを求めているが、同年 9 月 30 日現在、口蹄疫に関する県防疫マニュ

アルについて、同様の対応を求める通知は発出していない。 

 

② 国防疫マニュアルに盛り込まれた内容の県防疫マニュアルへの反映状況 

平成 26 年度に高病原性鳥インフルエンザが発生した熊本県においては、発生農

場で防疫措置を指揮する現場責任者（家畜防疫員）の業務を補佐する者や関係機

関との連絡の補助を行う者を設置していなかったため、円滑な防疫作業を進めら

れなかった反省を踏まえ、26 年 6 月に県防疫マニュアルを改定し、現場責任者の

補佐等を行う者を新たに設置し、その役割を明記した。 

一方、熊本県以外の調査した 16 道府県の県防疫マニュアルにおける現場責任者

の業務を補佐する者等の設置に関する記載状況をみると、9 道府県（北海道、宮

城県、岩手県、群馬県、新潟県、山梨県、大阪府、鹿児島県及び沖縄県）におい

て、現場責任者の業務を補佐する者等の設置及びその役割が明記されていなかっ
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た。 

熊本県における今回の改定内容は、前述の「高病原性鳥インフルエンザに関す

る防疫作業マニュアル～本病の感染拡大を防ぐために～」に既に盛り込まれてい

た内容であるが、その趣旨や意義が認識されておらず、県防疫マニュアルに反映

されていなかったものと考えられる。 

 

【所見】 

したがって、農林水産省は、家畜伝染病が発生した場合の防疫措置を迅速かつ的

確に行う観点から、以下の措置を講ずる必要がある。 

① 都道府県に対し、口蹄疫に関する県防疫マニュアルについて最新の防疫指針等

の内容を踏まえた改定等を速やかに行うよう指導すること。 

② 都道府県に対し、今後、防疫指針（口蹄疫又は鳥インフルエンザ）等が変更さ

れた場合には、変更内容の趣旨や意義を周知し、変更内容を遅滞なく口蹄疫又は

高病原性鳥インフルエンザに関する県防疫マニュアルに確実に反映するよう指導

すること。 
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